
平成１５年３月期 個別中間財務諸表の概要 平成14年 11 月 21 日

1.14 年 9 月中間期の業績（平成14年 4 月 1日～平成 14年 9 月 30 日）

(1)経営成績 (表示金額は百万円未満切捨)

売上高 営業利益 経常利益

百万円 % 百万円 % 百万円 %

14年9月中間期 29,089 △43.9 477 ‐ 249 ‐

13年9月中間期 51,874 △20.9 △964 ‐ △1,712 ‐

14 年 3 月期 93,939 272 △1,016

中間(当期)純利益 １株当たり中間(当期)純利益

百万円 % 円 銭

14年9月中間期 40 ‐ 2 50

13年9月中間期 △2,490 ‐ △77 60

14 年 3 月期 17 1 10

(注)①期中平均株式数 14年 9月中間期16,044,497株 13年 9月中間期32,100,000株 14年 3月期 16,048,903株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるバーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

１株当たり １株当たり

中間配当金 年間配当金

円 銭 円 銭

14年9月中間期 0 00 ‐

13年9月中間期 0 00 ‐

14 年 3 月期 ‐ 0 00

(3)財政状態

総資産 株主資本 株主資本比率
１株当たり株主資

本

百万円 百万円 ％ 円 銭

14年9月中間期 34,734 146 0.4 9 11

13年9月中間期 84,709 △4,577 △5.4 △142 62

14 年 3 月期 48,304 101 0.2 6 30

(注)①期末発行済株式数 14年 9月中間期16,043,223株 13年 9月中間期32,100,000株 14年 3月期 16,046,270株

②期末自己株式数 14年 9月中間期 6,777株 13年 9月中間期 271株 14年 3月期 3,730株

2.15 年 3 月期の業績予想（平成14年 4 月 1日～平成 15年 3 月 31 日）

１株当たり年間配当金
売上高 経常利益 当期純利益

期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通 期 59,000 400 50 0 00 0 00

(注) １株当たり予想当期純利益（通期） 3円 12銭

＊上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成しており、実際の業績は、今後様々な要因によ

って予想数値と異なる結果となることがあります。
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期別

取引形態 金　額 百分比 金　額 百分比 増減額 増減率

% % %

国内 14,739 50.7 25,800 49.7 △ 11,060 △ 42.9

輸入 7,575 26.0 19,846 38.3 △ 12,270 △ 61.8

輸出 4,900 16.9 4,131 8.0 769 18.6

外国間 1,873 6.4 2,096 4.0 △ 223 △ 10.6

合計 29,089 100.0 51,874 100.0 △ 22,785 △ 43.9

期別

商品 金　額 百分比 金　額 百分比 増減額 増減率

% % %

非鉄金属 12,886 44.3 14,552 28.1 △ 1,666 △ 11.4

鉄鋼 13,789 47.4 16,582 32.0 △ 2,793 △ 16.8

物流 2,353 8.1 2,241 4.3 111 5.0

不動産 60 0.2 199 0.4 △ 139 △ 69.8

繊維 ‐ ‐ 11,300 21.8 △ 11,300 △ 100.0

機械 ‐ ‐ 725 1.4 △ 725 △ 100.0

燃料 ‐ ‐ 4,540 8.7 △ 4,540 △ 100.0

食糧 ‐ ‐ 1,731 3.3 △ 1,731 △ 100.0

合計 29,089 100.0 51,874 100.0 △ 22,785 △ 43.9

自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日

商品別内訳

取引形態別内訳

(単位：百万円)

当中間会計期間

至 平成14年9月30日 至 平成13年9月30日

前中間会計期間 前中間会計期間比

前中間会計期間比

自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日

前中間会計期間

金商株式会社

売　上　高　内　訳

(単位：百万円)

(注)売上高と成約高の差額については、取引形態別、商品別共に僅少であります。

至 平成14年9月30日 至 平成13年9月30日

当中間会計期間
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(単位：百万円)

金額 百分比(%) 金額 百分比(%) 金額 増減率(%)

29,089 100.0 51,874 100.0 △ 22,785 △ 43.9

27,278 93.8 48,815 94.1 △ 21,537 △ 44.1

売上総利益 1,811 6.2 3,059 5.9 △ 1,248 △ 40.8

1,333 4.6 4,024 7.8 △ 2,690 △ 66.9

営業利益又は営業損失(△) 477 1.6 △ 964 △ 1.9 1,442 ‐

受取利息 37 180 △ 142

その他の営業外収益 33 92 △ 58

営業外収益計 71 0.3 273 0.5 △ 201 △ 73.9

支払利息 293 985 △ 691

その他の営業外費用 5 35 △ 29

営業外費用計 298 1.0 1,020 1.9 △ 721 △ 70.7

経常利益又は経常損失(△) 249 0.9 △ 1,712 △ 3.3 1,962 ‐

970 3.3 72 0.1 897 1,231.3

1,341 4.6 4,825 9.3 △ 3,483 △ 72.2

税引前中間純損失 121 0.4 6,464 12.5 △ 6,343 △ 98.1

法人税、住民税及び事業税 4 0.0 6 0.0 △ 2 △ 33.3

法人税等調整額 △ 165 △ 0.5 △ 3,979 △ 7.7 3,814 △ 95.8

中間純利益又は中間純損失(△) 40 0.1 △ 2,490 △ 4.8 2,531 ‐

前期繰越損失 1,888 5,774 △ 3,885

中間未処理損失 1,848 8,265 △ 6,416

自 平成13年4月 1日

至 平成13年9月30日

Ⅶ特別損失

Ⅲ販売費及び一般管理費

Ⅳ営業外収益

Ⅴ営業外費用

Ⅵ特別利益

Ⅰ売上高

Ⅱ売上原価

中 間 損 益 計 算 書

金商株式会社

当中間会計期間

至 平成14年9月30日

前中間会計期間比

自 平成14年4月 1日

前中間会計期間
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金商株式会社

①償却等の明細

 (単位:百万円)

科 目 当中間会計期間 前中間会計期間 前中間会計期間比

自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日

至 平成14年9月30日 至 平成13年9月30日

有形固定資産減価償却実施額 94 193 △ 98

貸倒償却・引当金繰入額

(販売費及び一般管理費に含む)

②その他の営業外収益明細

 (単位:百万円)

科 目 当中間会計期間 前中間会計期間 前中間会計期間比

自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日

至 平成14年9月30日 至 平成13年9月30日

受取配当金 18 78 △ 59

為替差金 6 ‐ 6

雑益 3 14 △ 10

保証債務費用戻入益 4 ‐ 4

計 33 92 △ 58

③その他の営業外費用明細

 (単位:百万円)

科 目 当中間会計期間 前中間会計期間 前中間会計期間比

自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日

至 平成14年9月30日 至 平成13年9月30日

雑損 0 8 △ 7

為替差金 ‐ 21 △ 21

手形売却損 4 4 0

保証債務費用 ‐ 1 △ 1

計 5 35 △ 29

‐ 952 △ 952

補 足 資 料 Ⅰ
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金商株式会社

①特別利益明細

　(単位：百万円)

科 目 当中間会計期間 前中間会計期間 前中間会計期間比

自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日

至 平成14年9月30日 至 平成13年9月30日

固定資産処分益 104 0 104

投資有価証券処分益 17 2 14

事業撤退益 50 ‐ 50

ゴルフ会員権処分益 ‐ 69 △ 69

貸倒引当金戻入益 215 ‐ 215

偶発損失引当金戻入益 582 ‐ 582

計 970 72 897

②特別損失明細

　(単位：百万円)

科 目 当中間会計期間 前中間会計期間 前中間会計期間比

自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日

至 平成14年9月30日 至 平成13年9月30日

固定資産処分損 1,275 23 1,252

投資有価証券処分損 13 0 13

投資有価証券評価損 53 579 △ 526

関係会社株式評価損 ‐ 28 △ 28

貸倒引当金繰入損 ‐ 2,756 △ 2,756

偶発損失引当損 ‐ 468 △ 468

ゴルフ会員権処分損 0 4 △ 4

事業撤退損 ‐ 964 △ 964

計 1,341 4,825 △ 3,483

補 足 資 料　Ⅱ
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金商株式会社

(単位：百万円)

科　目 前事業年度末比

金額 構成比 金額 構成比 金額

資産の部

Ⅰ流動資産

現金及び預金 2,106 2,436 △ 329

　受取手形 3,535 9,712 △ 6,177

　売掛金 14,634 15,772 △ 1,137

　たな卸資産 3,068 2,893 174

　その他 3,353 6,303 △ 2,950

　貸倒引当金 △ 2,031 △ 2,335 303

　　流動資産合計 24,666 71.0% 34,782 72.0% △ 10,116

Ⅱ固定資産

 有形固定資産 ( 5,634 ) ( 8,783 ) ( △ 3,148 )

　建物 1,371 4,101 △ 2,730

　土地 4,170 4,537 △ 366

　その他 92 144 △ 52

 無形固定資産 ( 114 ) ( 92 ) ( 21 )

 投資その他の資産 ( 4,319 ) ( 4,646 ) ( △ 327 )

　投資有価証券 894 1,108 △ 213

　その他 3,541 3,895 △ 354

　貸倒引当金 △ 116 △ 357 240

　　固定資産合計 10,067 29.0% 13,522 28.0% △ 3,454

　　　資産合計 34,734 100.0% 48,304 100.0% △ 13,570

中 間 貸 借 対 照 表

当中間会計期間末

平成14年9月30日

前事業年度末

平成14年3月31日
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金商株式会社

(単位：百万円)

科　目 前事業年度末比

金額 構成比 金額 構成比 金額

負債の部

Ⅰ流動負債

　支払手形 6,287 8,769 △ 2,482

　買掛金 4,633 5,858 △ 1,224

　短期借入金 20,715 28,059 △ 7,344

　その他 1,397 2,234 △ 836

　　流動負債合計 33,034 95.1% 44,922 93.0% △ 11,887

Ⅱ固定負債

　長期借入金 835 1,767 △ 932

　退職給付引当金 587 622 △ 34

　偶発損失引当金 94 695 △ 601

　その他 37 197 △ 159

　　固定負債合計 1,553 4.5% 3,281 6.8% △ 1,728

　　　負債合計 34,587 99.6% 48,203 99.8% △ 13,615

資本の部

Ⅰ資本金 802 2.3% 802 1.7% ‐

Ⅱ資本剰余金

　1.資本準備金 ‐ 19 △ 19

　　資本剰余金合計 ‐ ‐ 19 0.0% △ 19

Ⅲ利益剰余金

　1.利益準備金 ‐ 207 △ 207

　2.任意積立金 1,194 4,032 △ 2,838

　3.中間(当期)未処理損失 1,848 4,954 △ 3,105

　　利益剰余金合計 △ 654 △1.9% △ 714 △1.5% 59

Ⅳその他有価証券評価差額金 △ 0 △0.0% △ 6 △0.0% 6

Ⅴ自己株式 △ 1 △0.0% △ 0 △0.0% △ 0

　　資本合計 146 0.4% 101 0.2% 45

　　　負債・資本合計 34,734 100.0% 48,304 100.0% △ 13,570

中 間 貸 借 対 照 表

当中間会計期間末

平成14年9月30日

前事業年度末

平成14年3月31日
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式は移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものは、当中間会計

期間末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定)、時価のないものは移動平均法による原価法によっております。

(2) デリバティブ

時価法によっております。

(3) たな卸資産

先入先出法による原価法によっております。

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。但し、賃貸ビルに係る建物及び構築物については、定額法によっております。

なお、平成１０年４月１日以降取得した建物(附属設備を除く)については、定額法によっております。

(2) 無形固定資産

定額法によっております。但し、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基

づく定額法によっております。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定債権は個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会

計期間末日において発生していると認められる額を計上しております。 なお、会計基準変更時差異については、

１５年による按分額を費用処理しております。

従来、原則法による計算方式によって算定した退職給付債務及び年金資産の見込額に基づいて退職給付引当金を

計上しておりましたが、前事業年度より簡便法による計算方式によって算定した退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上する方法に変更しております。

従って、前中間会計期間は従来の方法によっており、当中間会計期間と同一の方法を採用した場合に比べ、前中

間会計期間と特別利益は660百万円少なく、税引前中間純損失は同額多く計上されております。

(3) 偶発損失引当金

投資に対する損失に備えるため、投資先の資産内容等を勘案して、個別検討による必要額のうち出資相当額及び

債権相当額を上回る部分を計上しております。

4. 外貨建て資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、当中間会計期間末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。
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5. リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

6. ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合は、振当処理

を採用しております。

(2) ヘッジ対象とヘッジ手段

外貨建営業取引に係る債権債務の為替変動リスクと商品の価格変動リスクをヘッジ対象としております。また、

為替予約取引と商品先渡取引をヘッジ手段としております。

(3) ヘッジ方針

内規に基づき、外貨建営業取引に係る債権債務の為替変動リスク及び営業取引に係る商品価格変動リスクを回避

する目的で行っております。なお、原則として１年を超える長期契約を行わず、投機目的及びレバレッジ効果の

高い取引は行わない方針であります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

当社が行っているヘッジ取引は、当社のリスク管理方針に従っており、取引の事前・事後及び一定期間毎に比率

分析等により有効性が検証され、管理部門へ報告が行われております。

7. その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

税抜方式に拠っております。

(2)利益処分による準備金等

法人税、住民税及び事業税並びに法人税等調整額は、当事業年度において予定している利益処分による圧縮記帳

積立金の取崩しを前提として、当中間会計期間に係る金額を計算しております。

追加情報

1.自己株式及び法定準備金取崩等会計

当中間会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用しておりま

す。これによる当中間会計期間の損益に与える影響はありません。

2.資本の部の区分

中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間貸借対照表の資本の部については、改正後の中間財務

諸表等規則により作成しております。

なお、前事業年度末についても改正後の表示区分に組替えて表示しております。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

（当中間会計期間末） （前 事 業 年 度 末）

1.有形固定資産の減価償却累計額 ２，４６７百万円 ３,１１７百万円

2.担保資産及び担保付債務

(1) 担保資産

現金及び預金 ７６０百万円 ７６５百万円

受 取 手 形 ３,２８８ ８,１２４

建 物 １,３１６ ４,０４５

土 地 ２,５０６ ２,８７３

合 計 ７,８７２ １５,８０９

(2) 担保付債務

短期借入金 ７,３４５百万円 １２，４３２百万円

長期借入金 ５１５ １，５５７

合 計 ７,８６０ １３，９９０

上記以外に取引保証金等の代用として差入れている資産が次のとおりあります。

現金及び預金 ２１５百万円 ２１０百万円

投資有価証券 ‐ ８

合 計 ２１５ ２１８

3.偶発債務 １７９百万円 ８６８百万円

4.輸出手形割引高 ６４百万円 ７４百万円

裏書譲渡手形残高 ２４１ １８１

5.１株当たり純資産額 ９円１１銭 ６円３０銭

6.仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ金額的重要性が乏しいため流動資産の「その他」に含めて表示しており

ます。

(中間損益計算書関係)

1.減価償却実施額 （当中間会計期間） （前中間会計期間）

有形固定資産 ９４百万円 １９３百万円

無形固定資産 １７ １８

2.１株当たり中間純利益又は純損失(△) ２円５０銭 △７７円６０銭

尚、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額又は中間純損失金額については、新株引受権付社債及び転換社債を発行

していないため記載しておりません。
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(リース取引関係)

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(1) 借主側

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間会計期間末(事業年度末)残高相当額

(当中間会計期間末)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 中間会計期間末残高相当額

有形固定資産(その他) １５８百万円 ７３百万円 ８４百万円

(前 事 業 年 度 末)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 事業年度末残高相当額

有形固定資産(その他) １７４百万円 ６５百万円 １０８百万円

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料当中間会計期間末(前事業年度末)残高が有形固定資産の当中間会計期

間末（前事業年度末)残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

②未経過リース料中間会計期間末(事業年度末)残高相当額

(当中間会計期間末) (前事業年度末)

１年内 ４１百万円 ４９百万円

１年超 ５４ ７８

計 ９６ １２８

(注)未経過リース料当中間会計期間末(前事業年度末)残高相当額は、未経過リース料当中間会計期間末(前事業

年度末)残高が有形固定資産の当中間会計期間末(前事業年度末)残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

③支払リース料及び減価償却費相当額

(当中間会計期間) (前事業年度)

支 払 リ ー ス 料 １７百万円 ４７百万円

減価償却費相当額 １７ ４７

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(2) 貸主側

未経過リース料中間会計期間末(事業年度末)残高相当額

(当中間会計期間末) (前事業年度末)

１年内 １０百万円 １４百万円

１年超 １ ５

計 １２ ２０

(注) 上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の未経過リース料当中間会計期間末(前事業年度末)残高相当額

であります。なお、当該転貸リース取引は、概ね同一の条件で第三者にリースしておりますので、ほぼ同額

の残高が上記の借主側の未経過リース料当中間会計期間末(前事業年度末)残高に含まれております。

また、未経過リース料当中間会計期間末(前事業年度末)残高相当額は、未経過リース料当中間会計期間末(前

事業年度末)残高が有形固定資産の当中間会計期間末(前事業年度末)残高等に占める割合が低いため、受取

利子込み法により算定しております。
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2. オペレーティング・リース取引

(1) 借手側

未経過リース料

(当中間会計期間末) (前事業年度末)

１年内 １百万円 ０百万円

１年超 ２ ‐

計 ３ ０

(2) 貸手側

未経過リース料

(当中間会計期間末) (前事業年度末)

１年内 １百万円 ３百万円

１年超 ‐ ‐

計 １ ３

(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

(当中間会計期間末)

中間貸借対照表計上額 時 価 差 額

関連会社株式 ７５百万円 ３２４百万円 ２４９百万円

(前 事 業 年 度 末)

貸 借対照表計上額 時 価 差 額

関連会社株式 ７５百万円 ３２４百万円 ２４９百万円

以 上


